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I　 序　
わが国では，昨今商法計算規定改正案の公表をめぐり諸々様々な意見が展
鋼されているが，西ドイツにおいても同じような状況が現れている。西ドイy
ツでは，現在，EC の第4 次指令（Vierte Richtlinie des Rates von 25 Mi:1978 aufgrund von Artikel 54 Absatz 3 Buchstabe g
）・des Vertrages iiber denJahresabschluB von Gesellschaften bestimmter Rechtf
 ormen））^に基づき商法お
よび株式法の改正作業が進められており，つい先頃改正案の草案の試案が公
表された。既に学術団体等によって改正案が公表されているものの，今時の
改正の動きを評価するには，予想される試案に対する諸見解の展開を待たな
くてはならない。そこで本稿では↓ 筆者がこれ迄個々に取り上げてきた現行
西 ドイユツ株式法の下でり財務諸表制度の基本的性格，その本質観の変遷，さ
らには近年において展開されている財務諸表制度論について総括的検討を試
み，今後の西ドイツ商法および株式法改正の動きを評価する基礎としたい。
筆者は， 本稿で「酉ドイツ財務諸表制度」と呼ぶ内容を，「株式法計算規
定」，「株式法上O GOB 」，「西ドイツにおける会計原則論」という表題の下
ぺにこれ迄展開してきた。しかし，「株式法計算規定」は， 財務諸表0 各項目
の評価，財務諸表の様式，営業報告書の記載内容等について詳細に定めたも
ぶ）であり，その内容から言って財務諸表制度そのものであるとい うこと，そ
して当然のことながら「一般に認められた会計原則」を意味す る2)「株式法
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上のGOB 」が，財務諸表の作成と公開に関するものであること，および「画
ドイツにおける会計原則論」は，西ドイツの財務諸表制度り形成の問題を取
り扱ったものであることから，今後はこれらを「西ドイツ財務諸表制度」と
呼ぶこととした。　
「西ドイツ財務諸表制度」とい う表題の下に論を展開することによって，本万
来会計原則を意味するGOB とわが国「企業会計原則」上の「正規の簿記ひ
原則」と0 用語上の無用な混乱を避けることができること，および，筆者O ・
関心領域が財務公開ないしはディスク=  －ジャーと結びついた上での会計制，
度にあることを明らかにすることができるという二重の利点があることもこ
こに付記しておくO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
’｀
l　 西ドイツ財務諸表制度の基本的性格　
現行の西ドイツ財務諸表制度の基本的性格は,   1965年に根本的な改正が行
なわれた株式法の主要な改正点を検討することによって明らか に さ れ る。1965
年の改正では, ①年度決算書0 作成における評価規定の重視,  ②年度決
算書の項目区分の整備，③営業報告書の内容の充実，④利益処分に対する株
主総会の権限の強化，⑤取締役会の監査役会への報告の整低 ⑥銀行等信用，
機関の寄託議決権0 制限, ⑦株主による取締役会へ0 解説請求の容易化，⑩
株主による株主総会0 議決取消訴訟の容易化，および⑨コンツェルンの形式
過程および実態の明示等が主要な改正点として取り上げられた。このう ち，
ここでは，①，③, ④の改正点の検討を通じて現行西ドイツ財務公開制度ひ
基本的性格を明らかにする。　　　　　　　　　　　　　 し　
資産評価についての諸規定は,   1937年株式法では第133 条で一括して 規 定:
していたのに対して,   1965年株式法では，第153条「固定資産の評価」，第154
条「減価償却・価値修正」，第156条「流動資産の評価」と体系的に整備する
と同時に，内容的には上限価額主義から固定価額主義へと根本的に改正され
たのである。　　　　　　　　　　　-。　ニ・=。　　　　　　　　　　ニ　1937
年株式法第133条は，固定資産については取得価額または製作価 額 を
上限として定めノ流動資産については取得価額もしくは製作価額または決算
日における取引所価格もしぐは市場価格のいずれか低い方を上限として，　こ
れを越えない範囲で評価する旨が規定されており，ここでは，上 限さえ越え
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穴 け れ ぱ い か よ うに も 評 価 は 可 能 で あ り， こ の 結 果 と し て恣 意 的 な 過 少 評 価
々 法 解 釈 上 認 め る こ と と な り， 極 論 す れ ば 秘 密準 備 金 の 設 定 は 思 い の ま まで:
あ った と さ え 言 え る の で あ る。 そ し てこ の よ うな 秘 密 準 備 金 の排 除 こ そ が 資
産 評 価 規 定 改 正 の 目的 で あ っ た 。　
す な わ ち，1965 年 株 式 法 で は ， 固 定 資 産 に つ い て は 第153 条 に お い て 取 得
価 額 また は 製 作 価 額 に よ っ て 評 価 し ， そ の 後， 第154 条 に定 め る 減 価 償 却 額
お よび 価 値 修 正 額を 控除 し た 額 を も っ て貸 借 対 照 表 価 額 とす る こ と を 規 定
し ，流 動 資 産 に つ い て は 第155 条 に お い て原 則 的 に， 強 制 低 価 法 お よび 任 意
脂 価 法 の適 用 が 規 定 さ れ て お り， 取 得 価 額 も し く は 製 作 価 額 ま た は 決 算 日に
おけ る取 引所 価 格 もし く は 市 場 価 格 の うちい ず れ か 低 い 方 を も って 貸 借対 照
宍表 価 額 乏 す る こ とが 規 定 さ れ てい る。 す な わ ち ， こ こ で は， 固定 資 産 に つ い
て も流 動 資 産 に つ い て も 評 価 の上 限 を 定 め る と い う方 法 で は な く， 取 得 原 価
を 出 発 点 とし て， 必 要 な 減 価 額 を 控 除 し た 価 額を も っ て 貸 借 対 照 表 価 額 を 規
発 す る とい う固 定 価 額 主 義 を 採 用 し て お り， 恣 意 的 な 秘 密 準 備 金 を 設 定 す る
可 能 性 は 著 し く 制 限 さ れ る こ とに な った ので あ る 。　
し か し な が ら ， 上 述 の 取 得 原 価 か ら 控 除 さ れ る べ き 減 価 額 が い か な る も の
で あ る か が 明 ら か に さ れ な い 場 合 に は 依 然 とし て 秘 密 準 備 金 の 設 定 を 可 能 な
ら し め る こ と に な る。1965 年 株 式 法 は ， こ の点 を 配 慮 し て 営 業 報 告 書 の 記 載
拘 容に つ い て 規 定 し て い る。1937 年 株 式 法 で は， 第128 条 丁営 業 報 告 書 の 内
溶 」 に おい て 「年 度 決 算 書 を よ力 詳 細 に説 明 す る 必 要 が あ る こ と」 を 規 定 し
て い る も の の 具 体 的 な 説 明 内 容 は ま っ た く 規 定 し てい な い 。 こ れに 対 し て，1965
年 株 式 法 で は， 第160 条 「営 業 報 告 書 の 内 容 」 に お いて ， 年 度 決 算 書 の
シ説 明 内 容 とし て 具 体 的 に 次 の四 点 を 規 定 し て い る' 。　　 ＝　。■　　　　　　　　■
①　 評 価方 法 お よび 減 価 償 却 方 法 一　 二　　　　　　 ‥　
②　 個 々 の 固 定 資 産 に つ い て当 該 営 業 年 度 の 増 加 分 に 対 し て な さ れた 減 価
償 却 額 お よび 価 値 修正 額
＼③　 前 年 度 の 決 算 書 と の比 較を 妨 げ る よ うな 差 異 ， 特 に 計 画 外 の 減価 償 却
ま た は 価 値 修 正 を 含 む 評 価 方 法 お よび 減 価 償 却方 法 の重 要 な 変 更　
べ④　 ③ の 変 更 に よ り年 度 利 益 金 ま た は 年 度 損 失 金 が ， 変 更 な き 場 合 に 比 較
し て10 ％を 越 え る 影 響 を 受け ， か つ ， そ の影 響 額 が 資 本 の0.5 ％を 越 え
て い る 場 合 の当 該 影 響 額　　　　　 犬　　　　　　　　　　 ・ ‥‥ ‥‥
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このように,   1965年株式法は. 評価方法および減価償却方法についての補
足的説明を規定することによって，恣意的な過少評価にともなう秘密準備金万
を排除するとともに見積準備金の実態をも明らかにしようとしている。この
ような改正は,   1965年株式法第149 条「年度決算書の内容」に規定してある。
「評価規定」の枠内において会社0 財政状態および経営成績に対してできるi
だけ確実な見通しを与えなくてはならない。」という基本的な方向性を 満 た
すために為されたものであり，事実，第160 条で上述の四つの事項を規定す
るに先立ち，「営業報告書においてはさらに年度決算書が説明されなく て は
ならない。その際には，会社の財政状態および経営成績に対するできるだけ
確実な見通しを与える媒体として必要である十分な評価方法および減価償葺
方法が記載されなくてはならない。」と規定し，第149条で規定されている基=
本的方向性が再確認されている。　
次に，1965 年の主要な改正点の一つである利益処分に関する諸規定の改正
点に目を向けてみよう。　　　　　　　　　　 ‥　1937
年株式法が第126 条「利益配当」第1 項において「株主総会は，純利
益の配当に関して決議する」ことを規定しているのに対して,   1965年株式法
が第174 条第1 項において「株主総会は，貸借対照表利益の処分に関して決
議する」ことが規定されている。さらに第174 条第2 項では，利益処分の決
議に際して説明されるべき内容として，①貸借対照表利益，②株主配当金，
③公示準備金積立額, ④利益繰越および⑤決議に基づく附加的費用を列挙し
ている。　1937
年株式法では，株主総会で配当以外の公示準備金積立およびそれに基
づく附加的費用が決議された場合には取締役会が年度決算書を修正し，それ
らの額が年度決算書に記載されることになる。すなわち，両規定の基本的な
相違は,   1937年株式法が処分決議の対象としてj「純利益」を挙げているのに
対して,   1965年株式法は「貸借対照表利益」を挙げている点にあり，両規定
の相違を明らかにするためには二う の利益の関係を明らかにする 必 要 が あ
る。二り の利益の関係にづいて言及する前にここでは，年度決算書の確定を
通じて積立てられる準備金と利益処分の決議を経て積立てられる準備金とO
関係について明らかにする。このことは，年度決算書の確定が原則として監
査役会の権限の下にあるという酉ドイツの株式法の下では，会社の役員の権
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限 に任 ねら れてい る準 備金 の範囲 の相 違を明 らかノに す る ことを 意 味す る。
西 ドイ ツ株式法 の下 で の準=備 金は， 会 社の役 員お よび 株主 の判断 とは関 係
な く積 立て るこ とが 強制さ れてい る法定 準備 金 と年度決 算 書 の確定 または 利
益処分 の決 議を経 て積 立てら れ る任意 準備金 とに区 別 さ れ る。 ここ で問題 と
さ れる のは， 任意準備 金 の うち年 度決算 書 の確定時 点 で積 立てら れ る確定 任
意準備金（これに対して利益処分を通じて積立てる準備金を処分任意準備金という）,
す なわ ち会 社 の役 員 の権限 の下 で 積立 てられ る準 備金 の範囲であ る。 1937年
株式法 で は との範囲を限 定し てい なか ったため ，法 解 釈上は 会社 の役員 の権
限 で年度 剰余金 のす べ てを 確定 任 意準備 金 とごし て積立 て るこ ども 可 能 で あ
り， 多 くの場合に は， 前年度 お よび比較 の対 象 となる 他 企業 との 比較に よっ
て体裁を 保つ 程度 のものが純利 益 とし て報告さ れるこ ととな り，株 主はこ れ
を 甘 受せ ざ るを得 なか った のであ る。　　　　　　　　　　　　　　 ・　
他方，1965 年株式法 は， 確定 任 意準備 金 の範囲を 第58 条 「年 度剰余 金 の処
分」第2 項に おい て次 の ように 規定し てい る。　
「取締 役会 お よび監 査役 会が 年度 決算 書を 確定 する場 合 には， 取締役 会 赳 よ
び監 査役会は， 年度 剰余 金の一 部をそ の半 額を上 限 と して任 意準備金 に積 立
てるこ とがで き る。定 款は，年 度 剰余 金 の半額を 越え る額 の積 立を 取締 役お
よび監 査役 会に 授権す るこ とが でき る。任 意準 備金が 資本 の半額を 越 え てい
る場合, また は当該 積 立に よって 任意 準備 金が 資本 の半 額を 越 え る 場 合 に
は，取締 役 会お よび監 査役 会は， 当 該定款 に基づ いて 任 意準備 金を 積 立てる
ことはで きない 。丁　
こ こで1937 年 株式法 と1965 年 株式 法 の下 で の処 分対 象の 利益を比 較す るた
めに， 純 利益 と貸借対 照表利 益 の関 係を 端的 に 図示す れば 図1 の よ う に な
る。　　　　　　　　　
図1　 純利益と貸借対照表利益との関係　　　　　　　　　　
A　 年 度 剰余金　　　　　　　　　　
－）B　 法定 準 備金 積 立額　　　　　　　　　　
－）C　 確定 任 意準備 金積 立額　　　　　　　　　　　
D　 貸 借対 照表利益　　　　　　　　　　
－）E　 処 分 任 意準備 金積 立額　　　　　　　　　　　
F　 純 利 益
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図1 に示した関係は極端な場合であり，1937年株式法の下でも概念的に貸
借対照表利益と純利益が一致し，株主総会において処分任意準備金積立額が
決議される場合もあり得るわけであったが，多くの場合には，法解釈上可能
であったために，確定任意準備金積立額が肥大し，結果として処分任意準備
金積立額は0 となり，貸借対照表利益と純利益は金額的に一致することとな
り株主総会の権限が著しく阻害されていたのである。これに対して，1965年
株式法の下では上に示したように，確定任意準備金の額を制限することによ
り，株主総会の権限を拡大することとなったのである。'
それでは西ドイツ財務諸表制度の基本的性格を明らかにするために，これ
らの改正に対するドイツ連邦議会の姿勢に目を向けてみよう。　
資産評価規定およびとれと密接な結びっきをもっ七改正された営業報告書
の内容規定についてドイツ連邦議会の経済委員会は概要次のように述べてい
る4)。　
秘密準備金の内密の積立てと取崩しは，会社の財政状態および経営成績を
隠蔽するととになる。その結果，一方では会社の役員による会社の状況判断
を誤らせる恐れがあり，この場合には究極的には会社の役員による会社のコ
ントロールを困難ならしめることも考えられ，他方，より重要な 問 題 とし
て，一般大衆に対して公表された年度決算書は実際の会社の状況を示してい
ないという印象を与え，株式の価値を判断するための重要な手掛かりを失わ
せるという点がある。トしたがってこのような制度の下では，株式所有の広い
分散を通じて会社を市場のコント=r －ル下に置こうとする1965年株式法の社
会経済的か目標を達成するととは不可能であり，ここに資産評価規定を根本
的に改正するとともに，これど関連し営業報告書における報告義務を明確に
規定する必要がある。このような報告義務を会社に課すことによって，評価
不変の原則が新評価法の本質的な特色となる。
すなわち，資産評価に関する諸規定の改正によって，公表される年度決算
書は明瞭性および継続性の達成を通じてその信頼性および比較可能性を確保
し，一般大衆の会社への参加を安全なものとし，促進することになり，　ここ
に，会社を市場のコント=・－ルの下に置くという社会経済的な目標が達成さ
れるのである。　　　　　　　　　　　　　　　j　
他方，利益処分に関する諸規定の改正についてドイツ連邦議会の経済，法
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律両委員 会は 概要次 の よ。うに 述べてい る'K　　 ・。・　。。・。。　　・・。・・　　　 。
株主 の立 場からは 出資 に と もな う危 険 負担 の代 償 とし て利 益処分 へり 参 加
が 主張 さ れる。・し かし なが ら， 競 争下に あ る会 社に と ってそ の存立 と地位を
維持す るた めには一定 の準備 金を必 要 とす ることは明 白 であ る。 そ して， そ
のため に どれだけ の準備 金を 必要 とす るかを 判断 す るこ とに関 し ては会社 の
役員 に よる専門家的 判断 に 任ね るこ とが 合理的 であ る。 したが っ て， 将来 的
には利 益処 分は株主 総 会 の権 限 犀任 ねられ るとして も， 会社 の存 立保持 のた
めに必 要な 準備金は， 会社 お よび会社り 債権者 保護 のため に， 最初 から会 社
の役員 の権限 の下 で積 立て られ るべ きか の半謎X.,
ここに法 に よって会 社 の役員 の権限 の もとで積立 て得 る部 分を定 め る。
上述 の説 明から明 ら かな ように， この改正は 株主総 会 の権限を 拡大 す ると
い う目的 を もって為 され た も のであ る。 しかし ながら， そ れに も増 して重 要
な のは， 会 社り 経 済的所 有者 とし て め株主 の権 利を保 護 しつつ も， 利益処 分
の権限 の一 部を 会 社 の役 員 の権限 の下 に留保す る ことに よって専 門家的判断
を 通じ て 企業 維持を 図う てい る点 にあ る。 そ してそ の ような 観点， す な わ
ち， 年度 決算 書 の信 頼性 お よび比較 可能 性を高 め る と ともに，株 主 総会 の権
限を 拡 大し， 会社を 市場 の コン ト=・―ル下に置 くことに よって， 一方 では，
企 業 の経 済的 所有者 として の株主 の権 利を保 護し， 他 方 では， 社 会経済的 観
点 から 株主り 権利行 使を 制限 し， 両者 の調整を 図る うとい う観 点 こそが現行
西 ドイツ財務諸表 制度 の基 本的 性格 に他 ならない。
I　 西ドイツ財務諸表制度の本質　
西ドイツ財務諸表制度の本質を明らかにする前に，この問題が究極的にはGoB
の本質を明らかにすることに他ならないという ことを明らかにし な く
てはならない。GOB は，別稿6）において明らかにしたように，「会計を取り
巻く社会的・経済的諸環境に内在する一定の秩序に適合すべく展開される会
計処理および会計報告」の原則に他ならない。すなわち，ここでは，西ドイ
ツ商法典および株式法上の年度決算書（財務諸表）作成に関する一切の規定を
含む，財務諸表作成に係わる諸原則の集合と考えられており，財務諸表制度
の外包とも言うべきものである。 それゆえ,   GoB は必ずしも体系化されて
いないばかりか，場合によっては暗黙のうちに社会一般の承認を受けている
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ために明文化されていない場合すらあるが，会計上の諸判断の拠り所となる
ものであり，いわゆるj「会計原則」に他ならない。 かくて,   GoB の本質に
ついて究明することはまた西ドイツの会計原則，さらには西ドイツ財務諸表
制度の本質を究明することになる。GoB
が西ドイツの法文上明文規定されたのは1897 年の商法典第38 条が最
初であり,  GoB の明文規定についてドイツ帝国法務省の趣意書は次の よ う
な説明を加えている。　
「……GoB を明文規定することによって，慎重なる商人の慣行（Gepfiogen，heiten
sorg信ltigen Kaufleute）に従ってどのように記帳すべきかが判断され
なくてはならない。」　
この説明からも明らかなように.   GoB が最初に明文規定された1897 年当=
時においては，その後この「慎重なる商人の慣行」から「誠実で信頼に価す
る商人の慣習（die Ubung ordentlicher und efarenwerter Kaufleute）」へと発展
されたものの，GoB の本質は慣習であるとの考えが支配的であうた。しこO
ような見解に対してシュマーレンバッハは，「実務で行なわれているも の よ
りも，実務すなわち誠実で信頼に価する商人の実務において正しいとみなさ
れているものが重要である。7）」として，「誠実で信頼に価する商人の慣習」
に優先するものとして，「誠実で信頼に価する商人の意見」を認めた。 こしの
見解は,  GoB の本質をいかに考えるべきかという問題こに対して積極的 な 姿
勢を示すとともに，事実に優先す名理性=の存在を認めた点でGoB 本質観の
理論的な展開に対してひとつの契機を与えたものとして評価できる'。
トGoB 本質観の理論的な展開はシュマーレンバヅハ：によって 契機を与 え ら，
れたとはいいながら,   GoB 本質観の理論的展開か本格的
ご
に万議論され姶めた
のは,   1965年の株式法改正に ドイツ連邦議会が着手し始めた1950 年代後半か
らである。 ここでは.   GoB 本質観と同時に会計原則論すなわち財務諸表制
度論そりものが展開されたの懲ある。以下で=。はさらにGoB 本質観を含めた
意味での西ドイツにおける財務諸表制度論の展開に目を向けてみよう。
シュタイソバッハは，酉ドイツにおける財務諸表制度論の展開を弁証法的
に整理し，シューマレソバッハの見解をテーゼとして設定した後，デ エレラ
ーおよびレフソソの見解をアンチテーゼとし，さらにクルーゼの見解をジン
テーゼとして位置付けている9）。
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シ ュ タイソ バッ ハの見 解に従 えば， シ ュマ ーレ ン バ ツ，ヽ に 代表 さ れ る 箇
統 的財務 諸表制度 論 の特 徴は,  GoB の帰納的 な確定 に よっ て特 徴付け ら れ
るl≪）oシ ュマ ーレ ソ バ ッハが上述 の ような見 解を 発 表した 前 後は， 動態 論 の
原 典とい え る 「動 的 貸 借対 照表 論」 の完成 に力を 注 いでい た時 で あ り11） 実
践 に優先す る理 性が 会計 理論を 意味す るのではない かと考 え られ るわけ であ
り， こ の点 からみ て， シ ュマ ーレ ソ バッハの主張 の背 後に壮 ，GoB を 理論
的 に展開 し よ うとす る財 務諸表 制度 論 の萌 芽が存 在 してい た と考 え る ことは
妥当 であ るよ うに 思わ れる。 しか し， 伝統的な財 務 諸表 制度 論 の下 では， た
とえ会計 理論を尊 重 し よ うとし ても会計 理論自 体が会 計実 践の 記 述 に 終 止
し， 会計実践 と未 分化の 状 態にあ った のは事 実であ り，GoB を 理 論的に 歴
開する のは 不可 能で あ った と の批判 は 免れ得ない12）。　
こ の ような 伝統的 な 財務 諸表 制度 論 に対 し て，「事実に 優先 す る理性」を
認めた 点でGoB 学 説に 決定 的な一 歩が おし進 めら れた とはいえ 「客 観的 な
も のとして考 えら れ るべ き商慣 習を この よ うに 主 観的に 解釈す る こ とは考 慮
を 要 しない わけ では ない 。ゴ と問題点を 指摘 した後， 会計 目的 を明 示 し， 演
棒 的に 財務諸表 制 度論を 展 開し てい る。　　　　　　　　　　　 十　
レフソンは，GoB の淵 源 とし て「商 人の慣行 お よび 見解」の他 に，「法」お
よび 「経 営経済 学ゴ を 挙げ， 法 とGoB との関 係につ い て法を 立法 （Gesetzgebung
）と判決 （Rechtsprechung ）とに分け 概要 次の ような点 を 指摘 し て い
る。　　　　 十　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上　
ほ とん どの制定法 上 の 会計規 定はGoB と一 致す るが， 制定法 上 の会 計規
定 がGoB を 越 えてい る場合，制 定法 上 の会計規 定がGoB と矛 盾 す る場 合，
お よび制定 法 上の 会 計規定 が簿 記 の発展 に よ り陳 腐化 して し まった場 合にぼ
両者 の不一致 が生 ず るこ とを 指摘 してい る''。 また判 決につ い ては， 判決は
原則 として 商人 の見 解お よび 慣行 に基づい て下 され るが ， 実際=には 個 々のヶ
－スに応 じた尚GoB を 演 鐸的に 確定 せ ざるを 得 ない 場 合 も起 こる ことを 指摘
してい るl*）ノ こ の ような 場合 には， 法 律家はにGoB を 確定 す るlに当 た って
経営経 済学的 側 面 から の主張， す なわ ぢ商人√経 済検 査士 お よび学 者に よ,o
て提起 された 主張を 評 量 しな くては な らな い と指 摘 してい る15）。
こ の ように経 営経 済学以 外 のGoB の淵源につ いて問 題 点を 指摘 した後，GoB
の淵 源 として の経営 経 済学につ い て言及 し，経 営 経 済学 が 未発 達 で あ
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つた今世紀初頭においては経営経済学をGOB の淵源とすることには問題が
あったが，経営経済学の発展とともにこれをGoB の淵源として認める見解
が 台頭し16)，今日では多くり人々がG ・OB は科学的に基礎づけられるべきで
あ ると主張されるに至っているとしている17)。レフソソにょればこのような
主 張には，巾商人の見解を経営経済学的に評価すべきであるとの見解と.   (2)
・GoB は経営経済学において直接的に演律されるとの見解の二つあ る が，こ
れらの見解は今日なお調整されないままである18)とされているが，いずれに
・せ よ△レフソソによれば究極的には経営経済学は今日におけるGOB の展開に
‘決定的な意義を有していると言える。　　　　　　　　　　 ニ　
レフソソは,   GoB　 の展開に当たって以下のような目的を挙げ目的論的演
こ鐸法を援用している。 ト　 ＝　ニ　
すなわち，レフソソによればGoB は会計目的と会計事象から目的論的演
こ律欧よって展開されるとしヽ う。そしてその目的としてぱ，主目的として，(A)
営 業活動の記録，ならびに(B)企業自体，株主√債権者軸よび一般大衆に対す
る企業の報告義務19)があ りこれを具体的に展開した目的として, (1)広範な管
頭用具の基礎となること，(2)分配可能利益の算定.   (3)自己資本め維持に役立
つ こと，(4レ)課税基礎を提供すること，および(5)債権者保護に役立つことを挙
竹ている2O)21)。　　　　　　　　　　　　　　…… 　
∇レプソソはレ これらの会計目的から展開される会計理論を中核として財務
儲表制度論を展開する。伝統的財務諸表制度論では実践と理論が未分化であ
ったわけであるが，レフソソの場合は，会計理論を会計目的から演鐸的に展
捌 することによって， 会計理論と会計実践( 商人の慣行および見解) とを明確
化分化させ，会計実践はもとより制定法上の会計規定を 七会計理論を通じて
検証され‘て初めてGoB として認められる。したがって，ここでは，伝統的
財務諸表制度論において会計理論が制定法上の会計規定の解釈指針として機
能していたのに対して，会計理論は，制定法上の会計規定に対して批判的機
能 を有することになり，究極的には，GoB は， 会計理論に従い会計目的お
よび会計事象から目的論的演緯によって展開される22)　
上述のように伝統的財務諸表制度論およびjレフソソの所説が，それぞれ，
前 者は会計実践に，後者が会計理論にGOB のmm を特定化しているのに対
とて√このような立論は互いに排他的な立場をもたらす ことにな る と 指 摘
西ドイツ財務諸表制度の再検討　　141
し23)， クノル ーゼは， こ の排 他的 な議 論を 克服すべ く,   GoB の淵 源を特定 化，
せず に法規 範 の発生関 係に準 じ てGOB の展開,を 図しっ てい る。　
クル ーゼによ れば， 商 人 の実 務 の中にはレ 取引 観 として のGoB, 取 引 慣
行 として のGOB お よび慣 習法 とし てのGOB が 存在 し， これ らは法 的効果
または法的 論証 との結 びつ きの程度 に応じ て， 取引 観 として のGoB 一 取。
引慣 行とし て のGoB  ―>  慣習 法 として のGOB へ と発展 し， 究 極的には欧
文法 へ と法 的 発展を 遂げ る とい う24)。 他方， 新しい 問題状 況 に対 して は新 し
いGOB が必 要 とされ るわけ であ る が， この場 合に は事 物 の本質( 条理) か
ら 演禅され るGOB が 参照 され る25)o しかしそ れらo)GoB が 直 ちに 適用 さ
れ るとは限 ら ない。 こ の点を クル ーゼは裁判に おけ る判決 とい う観点から 訳
解 に説明し てい る。　犬　　 し　。・・・。　　　　　　　　　　　　　　　　　 。
クルーゼに よれば， 裁 判官が 判決 を下す際 には制定 法上 の会 計規定， 慣習
法 としてのGoB, 取 引慣 行 とし て のGOB ／ 取 引観 として のGoB, お よび
事物 の本質 から演 鐸 されたGoB を 場合 に応じて 比較 評量 して， そ れぞれ ひGOB
の間 に 不一致 が 生ず る場 合には， 正義， 公平 お よび目 的 適合性 とい 与
法 目的に照ら し 七そ れら のGOB の うち適切 であ る ものを 選 択 適用 する。 こ
の場 合には ，非 法 律 の法 律 へ の変 化が生 ず るこ ともあ る とい う26) したが っ
て， クル ーゼ の所 説 の下 では，法 目的 を 設定 す るこ とに よっ て， 会計実 践，
会計理論そ して場 合 に よっては 制定法 上 の会計規定 すら もGOB の淵源 とし
て同 列に置 かれ るこ とにな る。
伝統的財務諸表制度論およびレフソツ の財務諸表制度論のいずれもが，
計 理論の性格の違いがあるにせよ，会計理論と財務諸表制度論の関係を，
会
mi
度が理論の要約であるというような認識に基づいて展開している の に 対 し
て，クルーゼは，財務諸表制度論を会計理論とは別個のものとして，法規範。
の発展形態に準じて法的枠組みの中で展開している27)。 クルーゼの所説につ
いて法的色彩が強すぎるし， 日々の会計上の諸判断では，前述のような様々
な法的発展段階にあるGOB を比較することは現実的には困難なのではない
かとも凪石れるが，ここにおいて何よりも増して重要であると思 わ れ る の
は，制度と理論とを明確に分離した点にある。それは，制度は，当該制度か
機能する時代の社会的・経済的な諸環境と無関係には機能し得ず，こ○意味
では制度は歴史的所産として与えられるものであり，必ずしも制度間の無矛
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盾性および理論的整合性は要求されないが，理論においては，この無矛盾性
および理論的整合性こそが生命であり，現実に対して直接的に機能すること
拡二次的な役割と考えられ，クルーゼの所説は，理論と制度を分離した点で
高く評価できる。　　　　　　　　 上
w　 西ドイツ財務諸表制度の再評価　　
前節までにおいて西ドイツ財務諸表制度の基本的性格および西ドイツの財
務諸表制度論の現状について見てきたわけであるが，本節ではこ れ ら の問
。題を西ドイツの市場経済の状況に照らして総括的に再検討をする。西ドイツ,
における近年の財務諸表制度論の展開は， レフソソがその著書の初版を1963
年， クルーゼがその著書の初版を1970 年に公表している。また，レフソソ同
様に伝統的な見解に対して批判を展開した小論文の多くは1950 年代後半から
発表されたものであ り28)。この時期はまた1965 年株式法改正の政府草案(1960
年公表) の草稿が練られていた時でもあうた。 そこで本節では， 最初に西ド
イツ財務諸表制度を1960 年株式法改正と当時の市場経済的背景との関連で再
評価し，さらに前節で示されたレフソソおよび クルーゼり所説を含めて西ド
イツ財務諸表制度および財務諸表制度論の再評価をしてみたい。　　
西ドイツ株式法の。改正は，第二次世界大戦後間もない頃より要望されてき
たが，実際に改正への第一歩が踏み出された0 は,   1957年のことである6 何
ゆえに要望力tあったにもかかわらず改正されなかったのであろうか。酉ドイ
ツの第二次世界大戦後の市場経済の状況はこれを1950 年代中頃を境として二
分することができる。その前半は，ドイツ連邦政府の産業育成政策に支えら
れた企業による独占利潤の享受と蓄積された資本力を介してのコンツェルン
の形成の時代であった。戦後の西ドイツの市場経済においては，戦争中の統
制が解除されるという状況り下で需要が供給を上廻るという=需給の不均衡が
生じ，企業は，このような条件の中で生産費と比較して不当に高い価格で生
。産物を販売し少なからぬ利潤を蓄積した。他方ドイツ連邦政府は，市場にお
け る需給の不均衡是正を眼目として，企業の生産拡大への投資意欲を刺激す
べ く，租税政策を通じて企業に租税特権を与え，企業利潤の蓄積を助長し，
かつその多 くの部分を投資に振向けようとした。このような政府の産業育成
丿政 策に呼応して企業は，資産再評価上種々のからくりを施し，かつ，節税に
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ようて で きるだけ 多 くの利潤 を 留保 し再 投資を し よ うことした のであ る。 この
ような状 況 の下では， 所得 分配 の不平 等を 通 じて 一般 大衆に 多 くの負 担が 課
せ ら れてい た ことは 明白であ るが， 企業 以外に 投資 能力を 有 す るも のが国家
し かない とい う経 済的な 背景 の もとでは， 蓄 積さ れた 企業 利潤を 通 じて の再:
投資は 西 ドイ ツ市場 経済 の復興 に大 きな 役割を 果 たし て・い た29)。　
上述 した ような状 況下 におい て は， 秘密 準備金を 通 じて の内 容 の利潤蓄 積
が 可能 であ り， かつ， 秘 密の ベ ールに 包ま れた 資 産評 価規定， お よび，利 益
処 分の決定 が 会社 の役 員 の権 限下 にあ る利 益処 分 規定 に よって特 徴付けら れ
る1937 年 株式 法 の計算 規定は， 留 保利 益を 秘密 準備 金 として 積立て る必要は
ない ので はない か とい うもの の。当 時 の市場経 済環 境 に対 し て有効 に機能 し
てい た ことは 明ら かであ る。　
し かしな が ら， こ のよ うな 産業 育成 一辺 倒 の政 策は資 本市場 の発 展に著し
い 障 害を 与え た。 そ こで ドイツ連 邦政 府は， 利 子収 入 に対 す る所得 課税を 全
面 的:または 部 分的に免除 す る とい う政 策を 採用 し， 資 本市場を 育成 せん とし
たがレ こ の政 策は 不労所 得を 優遇 す るこ と とな り， やが ては 自己金 融に よっ
て得 た資 本力 を 用いた 企業に よる他 企業 支配， す なわ ち コン ツェルン形成を
促進す るこ とにならた30)。 コソッ バ レン の形 成 は， 巨 大企業 に よる市場支配
を もた らし， こ こに至 って， ドイ ツ連 邦政 府は， 一般 大衆 の犠 牲 の上 に立つ
産 業育 成政 策に終 止符を 打つ時 が 来た とし て，議 会 に おい て 産業 集 中問題を
取 り上げ， 秘 密準備金お よび 会社役 員に よる準備 金 の無制 限な積 立に よって
肴
うな 恐れ のあ る株式法 の改正 に 着手 した の で あ る。 か くて1965 年 株式法 で
江 株主総会 の機能を 復活 さ せる こ とに よって 会社 の役員 と株主 の利 害調整
を 可 能 とし, もって 企業 を資 本市場 のも とに従 属さ せ， 市場 の コソ トロ ←ル
機 能を 回復 せ んとしてい る。　
上述し た よ うに1937 年 株式法 の下 で は， 会計 理論上 認 め ることがで きない
ような規定が 存 在してい たに も かかわ らず，1950 年 前後 の市場経 済 の下で有
効 に 作用し ていた。1965 年 株式法 の政府 草案 理 由書は ，株 式法 の改正 が1950
年代 後半迄行 な われな かった理 由 とし て， 改 正 に対 す る意見 の対 立 の調 整が
不十 分であ った こと とな らん で， 現 実に は 切実な 不 都合が生 じなかった こと
を 指摘し てい る31)。 さら に,   1965年 株式法 につ い ては ，会 計理論的 に かな り
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改善はされているものめ√それらの改善は必ずしも会計理論に沿うて改善ぎ
れたのではなく，市場経済的環境の変化に対応すべく改善された も の で あ
る。　　　　　　　　　　　　　　・j・　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
すなわち，これらのことから明らかなように，西ドイツにおける財務諸表
制度の1965年における改正は市場経済的環境に対応したものであり,」937年
株式法および1965 年株式法もそれぞれがその環境に適応していたということ
から歴史的制約の中で展開されてきたものであったといえよう。そしてこの
ごとこそが,   GoB ，すなわち，秩序に適合した簿記の諸原則として展開され
てきた西ドイツ財務諸表制度の本質的性格として理解されよう。　　
こ0 ように西ドイツの財務諸表制度を理解するならば，会計目的から演鐸
的にGOB を展開しているレフツソの所説は，会計理論としては高く評価す
ることが可能であるが，財務諸表制度論としては非現実的な側面を持つとい
う ことを断言せざるを得ない。これに対して，会計実践および会計理論と財
務諸表制度の間に法目的を介在させた点において，法律学者としての制度に
対する洞察力を示しているクルーゼの所説は，正に財務諸表制度論の展開O　
一つの在り方を提示しているものとして高く評価できる。しかし， クルーゼ
は法目的としで正露 公平および目的適合性を挙げてはいるものの，会計目
的に触れていない点，および法目的と会計ぼ的をいかに関連付けるかという
点に触れていない点で，法律学者の会計研究に対する限界を感じざるを得な
いところ恰ある。しかしながら，この法目的と会計目的 の関連はレ制度と理
論の問題とTして，さらには理論と実践の間に介在する制度の本質的性格とい
う 倶U面からより深い検討が必要とされると考えられる。　　　　　 ニ
V　 結　　 び　
以上，西ドイツにおける財務諸表制度の基本的性格お よび財務諸表制度論
の現状，さらには第二次世界大戦における市場経済の状況に照らしてのそれ
らの再評価を試みたわけであるが，これらの評価は,   1965年の株式法改正と
いう西ドイツにおける財務諸表制度の一側面を取り上げた結果に過ぎず，こ
れが西ドイツの財務公開制度のすべてであるとして断定することは不可能で
ある。西ドイツでは現在EC 第4 次指令に基づいた株式法改正を巡って再び
財務諸表制度に関する議論が盛り上がりつつある。そこで，さらに今後は，
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この新しい状 況 の 中で 西 ドイ ツ財 務諸表制度 が どの よ うな方 向 に向 かって展
開゛してゆ くかを 見定め， 西 ドイ ツ財務諸 表制 度に 対す る 評価を 確実 なも のと
すべ く研 究を 進め る と同時 に， わが国財 務諸表 制度0 展 開方 向を 評価 す る指
針を求 め てみたい。
注　　　 卜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 十　1
）4. EG-Richtlinie は，1978 年 の7 月に公表された もの であ り，以後2 年以内に
加盟国は，国 内法を本指令に調整することになっていたが，既に期限は経過し，
西 ドイツでは期限切 れ寸前になって法務 省より改正試案が公表さ れた ところであ
り，各 界か らの意見 と合わせて今後の西 ドイツの財務諸表制度 の方向を占 う材料
がやっと出そろった と言える。 なお,  4. EG-Richtlinie では以下 の項 目につい て
詳 細に規定 されてい る。　　(1
）一般条項,     （^）貸借対照表お よび損益計算書に関する一般条項.   (3）貸借対照表
の配列.  (4)特定の貸借対 照表 項目に 関する特別 条項，（5)損益計算書 の配列.  （6）特
定 の損益計算書項 目に関する特別条項，（7）評価規定，(8）財務諸表へ の 注 記 の 内
容. （9)年 次報 告書 の内 容，渕公表，肋監査，(12)最終条項2
）Leffson,  U., Die  Grundsatze  ordnungs 加iβiger Buchfuhrung.  4. Auflage.　1976,
 S. 3.3
）西 ドイ ツ株式 法は営業報告書について詳細な規定を設け てい る。1965 年株式法
の規定 の概略は下記の ようである。　　　　 ‾
?
???
?
?
?
営業の経過および会社の状況，後発事象
年度決算書の補足的説明｀
1。2.3.4.5.6.
??
??
????
?
10.
貯蔵株（Vorratsaktien ）に関する情報
自己株式に関する情報
相互参加に関する情報
条件付増資の当該営業年度内の引受
認可資本　 ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥
受益権，更生証書による権利および同種の権利
貸借対照表に現れない責任関係
役員の構成および報酬
従前の取締役会の構成　　　　　　　　　　　　　　　 万
国内の結合企業との関係および結合企業における重要な出来事
11. 資 本 参 加 の 通知 義 務 に関 す る 情報　　
（4) 報 告 に対 す る良 心 的 か つ 忠 実 な弁 明り 諸 原則 の適 用 お よび 報 告 に 関す る保
護 条項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　
（5) 営業 報 告 書へ の役 員 の氏 名 の記 載　　　　　　　　 ．　　　　　　　　　　
Q　　　　-.♂　・=;　　●　●　‥4）Krop 任. B.  Aktiongesetz,  1965.  S.  13 ―14　 十　 　　　　　　　j ．　
■　　■　j・　・I .J　
，..・1　;ヽ.5
）Krop 琵. B.,  a.a.O.  S.  68.　　　　　　　　　　　 ト　　 　　　　　　　
◇6
）L 砥son ，U.,  a.a
●O.
，S.  26.　　　　　　　　　　 ＼　　　　　　　　j7
）Schmalenbach,  E., Grun dsatze ordnungsmajSiger Bilanzierung, Zeitschriftfur.handelswissenschaftliche
 Forschung,  27 Jg. 1933. s. 225.8)
 Le 琵son. U.,  a.a.O. ，S.  22,　　
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜■
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め　Steinbachi・ A., トGedanken  zum gegenwartigen Stand der Diskussion fiber　Wesen,
 Rechtnatur und Ermittlungsmethoden der GoB.    Zeitschrift fUr　betriebswirtschaftlic
加Forschung,  Heft 1/1973. S.  1 ff.　　
シュタインバッハは，シュマーレンバ ハ にヽ対するアンチテーゼとしてレフソ
ンの見解と並んでデエレラーの見解（DoUerer,  G., Grundsatze ordnungsma βi-
ger Bilanzierung,   deren Entstehung und Ermittlung, Die Betriebsberater　14. Jg. 1959,
   S.  1217 任.）を挙げているが， レフソンの著書は，演鐸法に基づ
きGoB を体系的に展開したモノグラフとして高く評価されている．本稿でも伝
統的財務諸表制度論の批判論としてもっぱ らレフソソの所説を扱うことにした．10
）Steinbach ，A・, a.a.O.，S. 2.・　　　　　　+11
）シュマーレンバッハが，。Dynam^$che   Bilanz" の第1 版を公表したのは1919
年で，その一応の完成版と言われる第7 版を公表したのは1938年である．したが
って，このようなGoB についての主張の背後には明らかに理論的作業を通じて
のGoB の展開があったと考えられる．12
）Le 任son，U., a.a.O., S. 8f.　　　　　　‥13
）derselbe，a.a.O., S. 12.14
）derselbe, a.a.O., S.  15.15
）derselbe, a.a.O., S. 19.　　　　　　　 犬16
） シフソ刈まこのような見解を示している論者として.   ふプ ードル(Le Coutre　W.
）.マルクス（Marx,    A.）お よびシュピ ターラ(Spitaler,    A.）をあげてい
る．（Vgl. derselbe,トa.aX:）.，S. 22）17
）Le 任son, a.a.O., S. 22.18
）レフソンは. （1）の立場を取る論者として，マルクス，ベルヘンシュタイン（Hel-　penstein, F.
）, クリンガ （ーKlinger, K.）およびブ イツパ （ーWipper ，R.）を，
（2）の立場を取る論者として，ル・クートル，シ ュピターラー，コヅホ（Koch,  H.）
お よびデエレラーを挙げている．（Vgl. derselbe, a.a.O., S. 22 琵.）19
）Le 狂son, a.a.O.，S. 48ff,20
）derselbe, a.aV., S. 6l£f.21
）レフソンは，これらの会計目的を指摘した後，記録の諸原則（die Grundsatze　der Documentation
）として5 原則を，報告義務の諸原則（die Grundsatze der　Rechenschaft
）として8  原則を展開している．（Vgl.   Leffson，U.,    a.a.O., S.
85任.）22
）レフソンの所説においてはアメリカのAICPA の会計公準と会計原則について
取り扱 ったARS No レI およびNo.  3 が参考にされており，かなり影響を受け
ていると思われる．（Vgl. Le £fson, U., a.a.O., S. 48仔）23
）Kruse,  H.W.,  Grundsatze  ordnungsma^iger Buchfahrung, Rechtnatur　und Bestimmung,
 2.  Aufl., 1976, S. 100.24
』derselbe, a.a.（:λ，S. 100.25
）derselbe, a.a.O.，S. 37ff.26
）derselbe, a.a.O.，S. 123任.27
）もっともクルーゼがこのような立論を行なった背景としては，クルーゼが法律
学者であるという点も見逃かすことはできない．事実クルーゼは，前掲の著書の
序文において，「法律家は会計問題を取扱うことをできるだけ避けている。GoB　
についての法律家の論文は極めて少ない。GoB の法的 性格お よび確定について
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の研究は皆無であ る。」 として,:法律学者とし て積極的 に問題に対すること を 示
唆し，そ の中心的 な関心をGoB の法的判断 に対 する影響に置い た上 で論述を展
開している。（Vgl.  Kmse,  H.W.,  a.a.O. S.  1 ）28
）た とえば これ迄に挙げた論文以 外に 次のような論文 がある。　1957　Koch, H.,
   Die Problematik des Niederstwertprinzips ， Z:W　Win-　　　schaftsprUfung.
1959　Spitaler ，A.,  Die Bedeuting der Grundsatze ordnungma βiger Buch-　　　fiihrung
 fiir die Besteuerung, Steuer und  Wirtschaft.　1974　Kiinting,
 K.,  Zur Frage der Ermittellung von Grundsatze ordnungs-　　　ma
βiger Buchfiihrung,   Unternehmung.　　　　Maul, K.H., O
仔ene Probleme der Ermittlung von Grundsatze ord-　　　nungma
βiger Buchfiihrung,   Unternehmung よ29
） 坂井栄八郎訳『現在 ドイ ツ経済史』（Stolper ，Gustar,    I:）eutche  叩irtschaft　sett
 187 θ, 1964 ）昭和44年，247 頁-256 頁。30
）『同上 訳書J 273頁－279 頁お よび291 頁 ―293頁。31
）Kropff ，B., a 。a.O.，S. 13.
